
京都市指定自立支援医療機関（精神通院医療）指定要綱 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５９条第１項の規定による指定自立支

援医療機関（精神通院医療）の指定等について、法、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。

以下「規則」という。）、指定自立支援医療機関（精神通院医療）指定要領（平成１８

年３月３日付け障精発第０３０３００５号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神

障害保健課長通知の別紙２）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 
（用語） 

第２条 この要綱において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

 
（申請） 

第３条 法第５９条第１項の規定により、指定自立支援医療機関の指定を申請（医療の種

類の変更を含む。）しようとする者（以下「申請者」という。）は、次の各号に掲げる医

療機関の種類に応じ、当該各号に定める様式の指定自立支援医療機関指定申請書（以下

「申請書」という。）を作成し、必要な書類を添えて、希望する指定年月日の前月の２０

日までに市長に提出するものとする。 

 ⑴ 病院又は診療所 （第１号様式） 

 ⑵ 薬局 （第２号様式） 

 ⑶ 訪問看護事業者等 （第３号様式） 

 
（変更の届出） 

第４条 自立支援医療を主として担当する医師又は薬剤師の変更等、法第６４条の規定に

よる変更の届出をしようとする者（以下「届出者」という。）は、次の各号に掲げる医療

機関の種類に応じ、当該各号に定める様式の指定自立支援医療機関変更届出書に、申請

書の添付書類に準じた必要な書類を添えて、希望する変更年月日の前月の２０日までに

市長に提出するものとする。 

 ⑴ 病院又は診療所 （第４号様式） 

 ⑵ 薬局 （第５号様式） 

 ⑶ 訪問看護事業者等 （第６号様式） 

 
（指定の更新） 

第５条 法第６０条第１項の規定に基づき指定自立支援医療機関の更新をしようとする者

（以下「更新申請者」という。）は、次の各号に掲げる医療機関の種類に応じ、当該各号

に定める様式の指定自立支援医療機関指定更新申請書に、申請書の添付書類に準じた必

要な書類を添えて、希望する更新年月日の前月の２０日までに市長に提出するものとす

る。 



 ⑴ 病院又は診療所 （第７号様式） 

 ⑵ 薬局 （第８号様式） 

 ⑶ 訪問看護事業者等 （第９号様式） 

 
（休止等に係る届出） 

第６条 指定自立支援医療機関は、当該医療機関の業務を休止し、廃止し、又は再開した

とき等、規則第６３条に規定する届出に当たっては、指定自立支援医療機関（精神通院

医療）（休止・廃止・再開）届出書（第１０号様式）に必要な書類を添えて、希望する休

止等年月日の前月の２０日までに市長に提出するものとする。 

 
（辞退に係る申出） 

第７条 法第６５条の規定に基づき指定を辞退しようとする指定自立支援医療機関は、指

定自立支援医療機関（精神通院医療）指定辞退申出書（第１１号様式）により、希望す

る辞退年月日の前々月の２０日までに市長に申し出なければならない。 

 
（通知） 

第８条 市長は、第３条又は第５条の規定による申請について、指定する場合は第１２号

様式、更新する場合は第１３号様式により、速やかに申請者又は更新申請者に通知する

ものとする。 

２ 前項の場合において、指定又は更新年月日は、原則として指定又は更新の決定をした

日の属する月の翌月初日とする。 

 
（指定等の公示） 

第９条 市長は、法第６９条の規定に基づき、次の各号に掲げる場合は、京都市こころの

健康増進センターホームページにおいて公表する。 

 ⑴ 指定自立支援医療機関を指定したとき。 

 ⑵ 指定自立支援医療機関の名称又は所在地の変更に係る変更届があったとき。 

 ⑶ 指定自立支援医療機関の指定の辞退があったとき。 

 ⑷ 指定自立支援医療機関の指定を取り消したとき。 

 
   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

   

 


